
〒100-0005 東京都千代田区丸の内１丁目6番2号

新丸の内センタービルディング
TEL:03-3214-7500 FAX:03-3214-7705 

当社 電子計測器「該当・非該当判定書」ご提供について

（お客様が当社の電子計測器を輸出されるにあたって） 

 

平素は当社の電子計測器をご利用頂き、まことにありがとうございます。 

お客様が新規にご購入頂いた、またはすでにお手持ちの当社の電子計測器を輸出される場合は、

我が国の輸出管理関係法令により規制対象製品かどうかをご確認頂く事が義務づけられており

ます。

このため、当社はお客様からのご依頼により、当社の電子計測器が規制対象製品かの証明書、

すなわち「該当・非該当判定書」を発行させて頂いております。

本冊子は、お客様が当社へ「該当・非該当判定書」をお申し込み頂く際に、ご記入をお願いし

ております「お申込書（輸出取引確認書）」のご記入方法、及びお客様へ発行いたします、 

「該当・非該当判定書」の記載内容についてご説明したものです。

なお、本冊子の内容、及び「該当・非該当判定書」は全て最新の輸出管理関係法令に準拠して

おります。

＊本冊子の対象は当社の電子計測器であり、半導体試験装置、ダイナミック・テスト・ハンドラ
は含まれておりませんので、ご注意ください。

＊電子計測器に関する消耗品、修理交換用部品、保守用部品等の輸出に関するお問い合わせは、
　カスタマサービス課が担当させて頂いております。

これら保守用部品等の「該当・非該当判定書」をご依頼頂く場合には、下記へご連絡頂けます
様、お願い申し上げます。
（株）アドバンテスト カスタマサービス課 

 Tel  ： 0276-80-9742／ Fax ：0276-88-9073
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1．当社の輸出管理について 
 

【該当・非該当判定書とは】 

外国為替及び外国貿易法（以下外為法といいます）の定めるところにより、国際的な平和と安全の維持

のため、特定の貨物や技術については輸出や提供を規制しています。 

お客様が当社の電子計測器を輸出される際には、外為法並びに輸出関連法令に定められた規制対象

製品か否かをご確認いただく必要がございますが、当社ではお客様の輸出の一助として「当社の電子計

測器が輸出規制対象か否かの証明書」即ち「該当・非該当判定書」を発行させて頂いております。 

 

【輸出取引確認書について】 

「輸出取引確認書」は、お客様から「該当・非該当判定書」をご依頼頂く際にご記入をお願いしている 

お申込書になります。 

当社では、お客様が当社の「該当・非該当判定書」により外為法及び関連法令に定められた輸出手続を

確認されるのとは別に、製造元として我が国の輸出管理が正しく履行される事に協力するため、お客様

の輸出に関する「最終需要者」、「最終使用目的」他を確認させて頂いております。 

 

就きましては、上記の社会的責任についてご理解賜り、「該当・非該当判定書」お申し込みに当たっては、

「輸出取引確認書」へのご記入に、ご協力頂けますようお願い申し上げます。 
 
【基本量計測器の該当・非該当判定書発行について】 
当社では２００３年（平成１５年）、従来取り扱っておりました、デジタル・マルチ・メータや

エレクトロ・メータ等の基本量計測器、並びに光パワーメータ等の光計測器の開発、製造並びに

販売を株式会社エー・ディー・シー（所在地：東京都中央区京橋 3-6-12 正栄ビル、 
代表取締役社長：稲葉 勇 氏）に譲渡致しました。 
これに伴い、これら製品群の「該当・非該当判定書」発行についても、同社に移管致しましたの

で、移管後の製品につきましては、同社までお問合わせ下さい。 
お客様にはご不便をおかけし、大変申し訳ございませんが、何卒ご了承賜りますよう、お願い申

し上げます。 
ご連絡先等、詳細は同社ウェブサイトをご覧下さい。： http://www.adcmt.com/index.html 
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2．「該当・非該当判定書」発行の流れ 
お客様から「該当・非該当判定書」作成のご依頼を頂いた後、お手元に届くまでは、以下の流れとなって

おります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【当社】 

2．お客様からのご依頼 
ご記入頂いた書類を当社各営業部署へ Fax の上、お客様より当該各営業部署へ 
「該当・非該当判定書」の発行をご依頼ください。 

3．アドバンテスト内での手続き 
お客様にご記入頂きました「輸出取引確認書」をもとに社内にて手続き、 
及び「該当・非該当判定書」の作成を行います。 

4．「該当・非該当判定書」の発送 

「該当・非該当判定書」の準備が整いましたら、本社、もしくは営業部署より、 
お客様へ「該当・非該当判定書」をお送りいたします。 

1．「輸出取引確認書」へのご記入 
「輸出取引確認書」へのご記入をお願いいたします。 
（フォーマット及びご記入方法につきましては本冊子・付録をご参照下さい） 

【お客様】

 
＊該当・非該当判定書・発行までは、通常、１週間程度のお時間を頂いておりますので、ご了承下さい。 
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3．「輸出取引確認書」 
本文書はお客様の輸出内容（輸出先国名、最終需要者、輸出製品、使用目的など）をご記入頂く文書

になります。 
従いまして、本文書は輸出業務を委託された通関業者、運送業者、商社、代理店の方ではなく、輸出内

容を熟知している当事者の方にご記入をお願いしておりますので、ご注意頂けます様、お願い申し上げ

ます。 

なお、「輸出取引確認書」の詳しい記入方法は本冊子・付録 1「輸出取引確認書・記載要領」をご覧下さ

い。 
 
◆その他の文書 
お客様の輸出内容（輸出先国名、最終需要者名など）によっては、「輸出取引確認書」とは別に最終需

要者にご記入頂く確認書や、最終需要者の会社案内などを頂戴する場合がございますので、その際に

はご協力をお願いいたします。 

 
◆最寄の当社各営業部署 
「該当・非該当判定書」のご依頼につきましては、下記の営業部署へご連絡をお願いいたします。 
 
・ＲＦ測定器販売推進部 
（東日本地区） 所在地：〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-6-2 新丸の内センタービルディング 

Tel：0120-988-971 ／ fax：0120-988-973  
（西日本地区） 所在地：〒564-0062 大阪府吹田市垂水町 3-34-1 

Tel：0120-638-557 ／ fax：0120-638-568 
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4．「該当・非該当判定書」の内容 
当社が発行いたします「該当・非該当判定書」は、以下のようなフォーマットになっております。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

200X 年 XX 月 XX 日

本判定書は、輸出貿易管理令[昭和 24 年政令第 378 号]別表第 1、外国為替令 昭和 55 年政令第
260 号]別表、およびそれぞれの最新の改正に基づいて判定されております。

[
 

NO.製品名／ﾒｰｶ名、ﾒｰｶ型式      判定  型式／判定の根拠        本体名

型式 
ご依頼頂いた製品の型式

になります。 

該当・非該当判定書 

                           非該当  ＜七(13)省 6-12＞ 

                                  輸出令別 1 外貨物＜政令（省令）＞

  1.ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑ･ｱﾅﾗｲｻﾞ                    R3131

【Sample】 
本判定書は見本になります。 

（本判定書で通関を行う事は出来ません）

該非判定結果 
ご依頼頂いた製品が輸出規制対象（該

当）か、輸出規制対象外（非該当）で

あるか、が記載されています。 

上記 No.1～No.1 のとおり、判定いたします。        〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-6-2 新丸の内ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

                         [                ]

株式会社アドバンテスト 管理本部 

責任者 ： セキュリティ管理室長 担当者 ： セキュリティ管理室

＊＊＊＊＊＊＊＊  印       ＊＊＊＊＊＊＊＊

製品名称 
ご依頼頂いた製品の名称

になります。 

Tel.03-3214-7579   Fax.03-3214-7712

参照法令 
ご依頼頂いた製品の参照法令が記載され

ています。（次ページをご参照下さい） 

 
なお、該当・非該当判定書の詳細につきましては、次ページの補足をご参照下さい。 
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補足） 
 1）参照法令 
   参照法令部分における各用語は、以下の意味を持っております。 
   ○輸出貿易管理令(輸出令)に関する表記 
   ・輸出令別 1 外貨物＜政令（省令）＞ 

    ：「輸出令 別表第 1」にて規制対象とされているが、規制スペックに満たないため、規制対象外 
貨物（非該当）である事を表します。 

   ・輸出令別 1 貨物 [政令（省令）]  

   ：「輸出令 別表第 1」の規制対象であり、かつ規制スペックを満たす機能を有するため、規制 

対象貨物（該当）である事を表します。 

   ・輸出令別 1 外貨物（対象外） 

    ：「輸出令 別表第 1」に参照すべき法令が無い、完全に規制対象外貨物である事を表します。 
 
   ○外国為替令(外為令)に関する表記 
   ・外為令別表外技術＜政令（省令）＞ 
    ：「外為令 別表」にて規制対象とされているが、規制製品概要に当たらないため、規制対象外 

技術 （非該当）である事を表します。 
   ・外為令別表技術[政令（省令）] 

    ：「外為令 別表」の規制対象であり、かつ規制製品概要に当たるため、規制対象技術（該当）で 
ある事を表します。 

   ・外為令別表外技術（対象外） 
    ：「外為令 別表」に参照すべき法令が無い、完全に規制対象外技術である事を表します。 
 
 2）法令改正への対応について 
   本判定書は、その時々の最新の法令改正に基づいて作成されております。 
   従って、本判定書がその都度の法令改正に対応しているか否かについては、該当・非該当判定書 

の作成日が、法令改正施行日より後に作成されているか否かにてご判断下さいます様、お願い申 

し上げます。 

 
 3）パラメータシート 
   ご依頼の製品に関して、「輸出令 別表第 1」に参照法令が存在する場合には、「該当・非該当判定 

書」の補足文書として、規制スペックに対するご依頼製品のスペックを含め、該当／非該当の根拠  
を明示した、「パラメータシート」の発行も承ります。 
ご希望の場合は、大変お手数ながら、「申込書 （輸出取引確認書）」その旨ご記入下さいますよう、 
お願い申し上げます。 
なお、パラメータシート発行に際しては、通常よりお時間を頂く場合がありますので、ご了承下さい。 
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※ パラメータシートのフォーマットは、当社フォーマット、及び Cistec（安全保障貿易情報センター 
   ／経済産業省の輸出管理関連の外郭団体）フォーマットの 2 種類がございます。 
   また、他社からの購入品である場合には、メーカー発行の該非判定書類を提出させて頂く場合も 

ございますので、ご了承下さい。 
 
5．該非判定結果による輸出手続について 
日本の輸出規制関係法令では、当社の該当・非該当判定書に記載された判定結果により、以下のよう

に輸出手続が定められておりますので、ご参考として記載いたします。 
なお、本項目は全て日本の輸出規制関係法令で定められた輸出手続に関する説明であるため、ご不明

な点は監督官庁である経済産業省へお問い合わせ頂けます様、お願い申し上げます。 
 
○「該当（規制対象）」の場合 
判定結果が「該当」の場合には、ご依頼頂いた製品は輸出規制対象製品のため、原則として経済産業

大臣の輸出許可が必要となります。 
なお、この輸出許可は輸出企業(者)が取得すると定められているため、お客様が経済産業省に対して 
申請される事になりますのでご了承下さい。 
 
○「非該当（規制対象外）」の場合 
判定結果が「非該当」の場合には、ご依頼頂いた製品は輸出規制対象外製品のため、経済産業大臣の

輸出許可は不要です。 
ただし、次の「キャッチオール規制」に該当する場合は、経済産業大臣の輸出許可が必要となりますので、

ご注意下さい。 
 
○「キャッチオール規制（補完的輸出規制）」に該当の場合 
輸出製品が輸出令別表１及び外為令別表の 16 項対象品で、かつ輸出内容が以下のいずれかに該当

する場合、「キャッチオール規制」該当となり、経済産業大臣の輸出許可が必要となります。 
 

■最終需要者、製品の使用目的等から判断して、「最終需要者が、核兵器、 生物・ 

化学兵器、ミサイル等の設計、開発、製造等に使用する」 旨が判明した場合   【客観要件】  

■輸出令別表第 3 の 2 に掲げる国や地域を仕向地とする輸出等であって、通常兵器等の開発 

等に用いられるおそれがある場合                              【客観要件】 

■経済産業省より、当該輸出に際し、輸出許可が必要である旨の連絡が来た場合 
 【インフォーム要件】 
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「キャッチオール規制」に関して輸出許可取得が必要かどうかは、お客様の輸出内容（輸出先、最終需

要者の経歴、使用目的）によるため、当社の「該当・非該当判定書」からは判断できませんのでご了承

下さい。 
 
6．「該当・非該当判定書」以外の文書について 
「米国再輸出規制に関する見解書」等につきましては、「該当・非該当判定書」ではカバーしておりませ

んので、これらの書類がご入用な場合には、「該当・非該当判定書」と併せてご依頼頂ければ発行致して

おりますが、内容によりましてはご要望に添えない場合もございます。 
（※当社では米国輸出管理規則(ＥＡＲ)に関する判定をしておりません。恐れ入りますが、EARにつきまして

は、米国商務省のＷｅｂサイト<下記URL>をご参照頂けますよう、お願い致します。） 

   URL: http://www.access.gpo.gov/bis/ear/ear_data.html  （英語サイト） 

以上 

 
＊当冊子の内容は株式会社アドバンテスト・セキュリティ管理室の見解であり、お客様の輸出管理に 

関するご判断の妨げをなすものではありません。 

＊実際の輸出に当たってはお客様の輸出管理ご担当部署、及びご利用される通関業者殿とご相談 

の上、お進め下さいます様、お願い申し上げます。 

＊当社から発行させて頂きます「該当・非該当判定書」に関するご不明点は下記の連絡先までご確認 

下さい。 

 
株式会社アドバンテスト セキュリティ管理室 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-6-2  新丸の内ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 
Tel03-3214-7579 ／  fax 03-3214-7712 

 

REV.0904 

http://www.access.gpo.gov/bis/ear/ear_data.html


顧客各位
　　　　このたびは当社製品をご用命賜り、まことにありがとうございます。
　　　当社製品を輸出されるにあたり、わが国の法令及び当社輸出管理基準に定めるところにより、若干の事項につき確認が必要と
　　　なりますので、お手数ではございますが、以下につきご記入いただきたくお願いいたします。
　　　　なお、海外持ち出しされた製品につきましては、ﾜﾗﾝﾃｨ対象外とさせていただいており、また、修理の対応につきましては日本
　　　国内とさせていただきますことをご了承ください。 株式会社アドバンテスト

200  年　　月　　　日
株式会社アドバンテスト殿

　　輸出取引確認書

御社名（お客様名）：　

所在地 ： 〒

御役職名 ： 　 御所属　：

記名捺印 ： 印

電話番号 ： FAX番号  ：

※以下の文章における「当社」とは「お客様各位」を意味します。（アドバンテストではありません）

　　当社は、株式会社アドバンテストの製品（役務を含み、以下「本製品」という）を、下記のとおり輸出することを確認

　　いたします。

　　　　１．当社は、本製品を輸出するに際し、我が国の「外国為替及び外国貿易法」及び米国の再輸出規制等輸出関連諸法令を遵守いたします。

　　　　２．当社は、最終需要者が本製品を、核兵器、生物兵器、化学兵器、ミサイル、武器等の設計、開発、製造等に使用しないことを確認します。

　　　　３．当社は、最終需要者が本製品を、「核兵器等以外の軍事用途」（通常兵器）の設計・製造・使用に供さないことを確認します。

　　　　４．当社は、最終需要者が上記２．および３．に掲げる事業に従事していることが判明した場合は、輸出いたしません。

　　　　５．下記、アドバンテスト輸出管理基準　第1類国、第2類国、懸念国として定められている国へ輸出する場合には、貴社様式の最終需要者のEnd-User and

　　　　　　End-Use Certificate、又は会社案内等事業内容を証明する資料を必要に応じて添付します。

　　　　６．下記の輸出取引内容における「最終需要者」とは、本製品を最終的に自己使用、加工または消費する者をいい、再販売する商社、仲介人

　　　　　　またはブローカーなどではないことを確認します。

＜輸出取引内容＞

最終需要者

（現地正式名称）

輸　出　者

（会社名）

輸出経路 ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ　→ 　　　　　　→　最終需要者

注文(又は購入）経路 お客様各位　→ →　アドバンテスト 注文書No

本製品の使用目的

（具体的に記載願います）

輸出形態 □　一時輸出である 最終仕向地

(該当項目チェック） (　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日） (国　名）

□　一時輸出でない

輸出予定日 書類作成

　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日 希望日 　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

※海外持ち出しされた製品は、ﾜﾗﾝﾃｨ対象外とさせて頂きます。 ※書類作成まで通常１週間程度かかります。
＜対象製品＞

1 2 3 4

製品型式

製品名

製造番号（シリアル9桁）

納品日
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a

　　　　第1類国

イラン、イラク、
北朝鮮、リビア、
アフガニスタン

　　　　第2類国

ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ｼﾘｱ、
ﾊｲﾁ、ｺﾝｺﾞ､ｺｰﾄｼﾞﾎﾞ
ﾜｰﾙ、ﾚﾊﾞﾉﾝ、ｼｴﾗﾚｵ
ﾈ、ｿﾏﾘｱ、ｽｰﾀﾞﾝ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　懸念国

アジア地域：中国、台湾、ﾍﾞﾄﾅﾑ､ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾐｬﾝﾏｰ､ﾊﾞﾊｰﾚﾝ､ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ､ｸｴｰﾄ､ｶﾀｰﾙ､ｵﾏｰﾝ､ｲｽﾗｴﾙ､ﾖﾙﾀﾞﾝ､ｱﾗﾌﾞ首長国連邦､ｲｴﾒﾝ､

 　　　　　　　　ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ､ｱﾙﾒﾆｱ､ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ､ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ､ｷﾙｷﾞｽﾀﾝ､ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ､ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ､ｸﾞﾙｼﾞｱ

欧州地域：ｱﾝﾄﾞﾗ､ﾛｼｱ､ｱﾙﾊﾞﾆｱ､ﾙｰﾏﾆｱ､ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ､ｴｽﾄﾆｱ､ﾗﾄﾋﾞｱ､ﾘﾄｱﾆｱ､ｳｸﾗｲﾅ､ﾍﾞﾗﾙｰｼ､ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ｽﾛｳﾞｱｷｱ

ｱﾒﾘｶ州地域：ｷｭｰﾊﾞ､ｾﾝﾄ･ｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｲﾋﾞｽ､ｶﾞｲｱﾅ､ﾁﾘ､ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

ｱﾌﾘｶ州地域：ｱﾙｼﾞｪﾘｱ､ｴｼﾞﾌﾟﾄ､ﾓｰﾘﾀﾆｱ､ﾆｼﾞｪｰﾙ､ｱﾝｺﾞﾗ､ｼﾞﾌﾞﾁ､ﾀﾝｻﾞﾆｱ､ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ､ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ､南ｱﾌﾘｶ､ﾏﾗｳｲ､ｻﾞﾝﾋﾞｱ､ｺﾓﾛ

大洋州地域：ﾊﾞﾇｱﾂ共和国

「輸出取引確認書」記入要領
＊本書類は『当社にご発注頂いた企業』に記入して頂く書類です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009.04.01　第17版

御社名のご記入をお願い
致します。

御社のご住所のご記入を
お願い致します。

ご記入頂く方の御所属・役職名
をお願い致します。

ご記入頂く方の御名前（フルネーム）、
押印をお願い致します。

■最終需要者確認
当社製品を最終的にご使用頂く企業名を
お願い致します。
なお、一時輸出等で日本国籍の企業等が海外
で使用される場合も、使用される場所（海外
企業名）のご記入をお願い致します。

■輸出者
輸出される企業名をお願い致します。
＊税関に輸出申告をされる企業名です
ので、通関業者などは含みません。

■輸出経路
輸出経路のご記入をお願い致します。
※代理店、商社等をご記入頂く欄ですの
で、通関業者、倉庫業者は含みません。

■注文経路／注文書ナンバ
既納品の場合は、お分かりになる
範囲でご記入下さい。

■使用目的
御社ご担当者様がご使用になる場合も
具体的にご記入下さい。

■輸出予定日
輸出日程が決まっている場合には、
ご記入下さい。

■一時輸出の有無
輸出時に日本に持ち帰る事が分かっている
場合は「一時輸出である」として下さい。
期間については分かる範囲で結構です。

■第1、２類国、懸念国
※第1類国：
　輸出貿易管理令に定められた輸出規制国
　及びそれに準ずる管理を要すると当社が
　規定した国の分類です。
※第2類国・懸念国：
　当社が独自に定める輸出規制国分類です。



顧客各位
　　　　このたびは当社製品をご用命賜り、まことにありがとうございます。
　　　当社製品を輸出されるにあたり、わが国の法令及び当社輸出管理基準に定めるところにより、若干の事項につき確認が必要と
　　　なりますので、お手数ではございますが、以下につきご記入いただきたくお願いいたします。
　　　　なお、海外持ち出しされた製品につきましては、ﾜﾗﾝﾃｨ対象外とさせていただいており、また、修理の対応につきましては日本
　　　国内とさせていただきますことをご了承ください。 株式会社アドバンテスト

200  年　　月　　　日
株式会社アドバンテスト殿

　　輸出取引確認書

御社名（お客様名）：　

所在地 ： 〒

御役職名 ： 　 御所属　：

記名捺印 ： 印

電話番号 ： FAX番号  ：

※以下の文章における「当社」とは「お客様各位」を意味します。（アドバンテストではありません）

　　当社は、株式会社アドバンテストの製品（役務を含み、以下「本製品」という）を、下記のとおり輸出することを確認

　　いたします。

　　　　１．当社は、本製品を輸出するに際し、我が国の「外国為替及び外国貿易法」及び米国の再輸出規制等輸出関連諸法令を遵守いたします。

　　　　２．当社は、最終需要者が本製品を、核兵器、生物兵器、化学兵器、ミサイル、武器等の設計、開発、製造等に使用しないことを確認します。

　　　　３．当社は、最終需要者が本製品を、「核兵器等以外の軍事用途」（通常兵器）の設計・製造・使用に供さないことを確認します。

　　　　４．当社は、最終需要者が上記２．および３．に掲げる事業に従事していることが判明した場合は、輸出いたしません。

　　　　５．下記、アドバンテスト輸出管理基準　第1類国、第2類国、懸念国として定められている国へ輸出する場合には、貴社様式の最終需要者のEnd-User and

　　　　　　End-Use Certificate、又は会社案内等事業内容を証明する資料を必要に応じて添付します。

　　　　６．下記の輸出取引内容における「最終需要者」とは、本製品を最終的に自己使用、加工または消費する者をいい、再販売する商社、仲介人

　　　　　　またはブローカーなどではないことを確認します。

＜輸出取引内容＞

最終需要者

（現地正式名称）

輸　出　者

（会社名）

輸出経路 ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ　→ 　　　　　　→　最終需要者

注文(又は購入）経路 お客様各位　→ →　アドバンテスト 注文書No

本製品の使用目的

（具体的に記載願います）

輸出形態 □　一時輸出である 最終仕向地

(該当項目チェック） (　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日） (国　名）

□　一時輸出でない

輸出予定日 書類作成

　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日 希望日 　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

※海外持ち出しされた製品は、ﾜﾗﾝﾃｨ対象外とさせて頂きます。 ※書類作成まで通常１週間程度かかります。
＜対象製品＞

1 2 3 4

製品型式

製品名

製造番号（シリアル9桁）

納品日
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a

　　　　第1類国

イラン、イラク、
北朝鮮、リビア、
アフガニスタン

　　　　第2類国

ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ｼﾘｱ、
ﾊｲﾁ、ｺﾝｺﾞ､ｺｰﾄｼﾞﾎﾞ
ﾜｰﾙ、ﾚﾊﾞﾉﾝ、ｼｴﾗﾚｵ
ﾈ、ｿﾏﾘｱ、ｽｰﾀﾞﾝ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　懸念国

アジア地域：中国、台湾、ﾍﾞﾄﾅﾑ､ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾐｬﾝﾏｰ､ﾊﾞﾊｰﾚﾝ､ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ､ｸｴｰﾄ､ｶﾀｰﾙ､ｵﾏｰﾝ､ｲｽﾗｴﾙ､ﾖﾙﾀﾞﾝ､ｱﾗﾌﾞ首長国連邦､ｲｴﾒﾝ､
 　　　　　　　　ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ､ｱﾙﾒﾆｱ､ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ､ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ､ｷﾙｷﾞｽﾀﾝ､ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ､ﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ､ｸﾞﾙｼﾞｱ
欧州地域：ｱﾝﾄﾞﾗ､ﾛｼｱ､ｱﾙﾊﾞﾆｱ､ﾙｰﾏﾆｱ､ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ､ｴｽﾄﾆｱ､ﾗﾄﾋﾞｱ､ﾘﾄｱﾆｱ､ｳｸﾗｲﾅ､ﾍﾞﾗﾙｰｼ､ﾓﾙﾄﾞﾊﾞ、ｽﾛｳﾞｱｷｱ
ｱﾒﾘｶ州地域：ｷｭｰﾊﾞ､ｾﾝﾄ･ｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｲﾋﾞｽ､ｶﾞｲｱﾅ､ﾁﾘ､ﾌﾞﾗｼﾞﾙ
ｱﾌﾘｶ州地域：ｱﾙｼﾞｪﾘｱ､ｴｼﾞﾌﾟﾄ､ﾓｰﾘﾀﾆｱ､ﾆｼﾞｪｰﾙ､ｱﾝｺﾞﾗ､ｼﾞﾌﾞﾁ､ﾀﾝｻﾞﾆｱ､ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ､ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ､南ｱﾌﾘｶ､ﾏﾗｳｲ､ｻﾞﾝﾋﾞｱ､ｺﾓﾛ
大洋州地域：ﾊﾞﾇｱﾂ共和国



輸出取引確認書　対象製品追加リスト

＜対象製品＞
5 6 7 8

製品型式

製品名

製造番号（シリアル8桁）

納品日

9 10 11 12
製品型式

製品名

製造番号（シリアル8桁）

納品日

13 14 15 16
製品型式

製品名

製造番号（シリアル8桁）

納品日

17 18 19 20
製品型式

製品名

製造番号（シリアル8桁）

納品日

21 22 23 24
製品型式

製品名

製造番号（シリアル8桁）

納品日
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